
おうみ自治体クラウド・システム共同化支援業務 

公募型プロポーザル方式提案業者募集要項 

 

１ 業務概要 

１－１ 業務名  

おうみ自治体クラウド・システム共同化支援業務 

１－２ 業務場所    

おうみ自治体クラウド協議会構成各市（草津市、守山市、栗東市、野洲市、湖 

南市、近江八幡市、米原市、甲賀市） 

１－３ 業務概要  

別紙「湖南市おうみ自治体クラウド・システム共同化支援業務仕様書」のとおり 

１－４ 履行期間  

令和６年６月１日から令和８年３月31日 

 

２ 参加資格要件 

本募集による受託者の選定に参加することができる者（以下「参加者」という。）は、以下の

参加資格要件を全て満たすものとする。 

 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令16号）第167条の４の規定に該当しないこと。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の

規定による更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされた場合は、更生計画の認可決定又は

再生計画の認可決定がなされていること。 

(3) 次のいずれにも該当しないこと。 

ア  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号。以下この号に

おいて「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

イ  法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

ウ  暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

エ  役員等（プロポーザルに参加する者の代表者若しくは役員又はこれらの者から市との取引

上の一切の権限を委任された代理人をいう。）に暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員

と密接な関係を有する者がいる法人 

オ  プロポーザルに参加する個人から市との取引上の一切の権限を委任された代理人が暴力団

員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者である場合における当該個人 

カ  暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者がその経営に実質的に関

与している個人又は法人 

(4) 令和６年度湖南市競争入札参加資格者名簿または、草津市、栗東市、守山市、野洲市、近江八

幡市、米原市、甲賀市のいずれかの入札参加者名簿に登録されていること。 

(5) 参加表明書の提出時において、本市または上記７市の指名停止を受けていないこと。 

(6) 参加申込後、請負業者決定までの間においても参加資格条件を満たすこと。 

(7) 過去５年間、情報漏洩等の情報セキュリティに関する事項について、判決により罰金、和解金

の支払いが無いこと。 

(8) 一般財団法人日本情報経済社会推進協議会指定のプライバシーマークまたはISMSの認定を受け

ており、定期的に更新がされていること。 



(9) 平成27年4月1日以降、人口規模10万人以上の自治体または自治体クラウド（共同利用団体）に

おいて、本業務と同等以上の実績を有すること。 

 

３ 参加申込みおよび受付 

(1) 参加申込みおよび受付の方法 

下記へ提出書類を持参により提出すること。 

(2) 受付場所 湖南市総務部行財政改革推進課 

(3) 受付期間 令和６年４月10日（水）から令和６年４月24日（水）午後５時まで 

ただし、土曜日、日曜日および祝日を除く執務時間 

(4) 受託候補者選定通知  令和６年４月25日（木）に結果を通知する。 

提出された参加表明書等の書類審査を行い、プロポーザルに参加できる者を決定し、その

結果を参加表明した者全てに書面にて通知する。（担当者へのメールも併せて行う） 

 

 

４ プロポーザル方式の実施概要 

(1) 提案書等の提出時期 

令和６年５月７日（火）午後３時を提出期限とする。 

(2) 実施要領の入手方法 

令和６年４月10日（水）から、おうみ自治体クラウド協議会(湖南市)のホームページよりダ

ウンロードすること。 

 

５ 提出書類  

参加申込時、提案書の提出時にそれぞれ以下の書類を提出すること。 

５―１ 参加申込時の提出書類 

(1) 公募型プロポーザル参加申込書（参加様式１）：１部 

※別に写し１部を用意すること。提出時に受付印を押印し返却を行う。 

(2) 業務実績表（提案様式Ｂ）：９部 

(3) 企業概要（任意様式）：９部 

(4) 認証がわかる書類：1部 

    「一般社団法人情報マネジメントシステム認定センター」または「一般財団法人日本情報 

経済社会推進協会」のホームページで企業名が分かる部分を印刷したもの 

５－２ 提案書の提出時の提出書類 

(1) 提案書（提案様式Ａ）：９部（正本１部、他副本とする。） 

(2) 見積書（提案様式Ｃ）：９部 

上記について、問い合わせ先に電子データ（PDF形式）でもメールに添付し送信すること。 
 

 


